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神戸空港の概要
• 開港日 2006年２月16日

• 滑走路 2,500m

• 総事業費 3140億円

備考）神戸空港ウェブサイトより引用2

・運用時間７時～22時
・１日30便に限定
・国際定期便は×

↓
空港の収益を圧迫



空港施設の管理主体
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基本施設（滑走路・エプロ
ン等）の管理

旅客又は貨物ターミナル
施設等の管理

航空保安施設の管理

国土交通大臣の管
理する空港

国土交通大臣 民間事業者又は３セク 国土交通大臣

空港会社の管理す
る空港

空港会社 空港会社 国土交通大臣

地方公共団体の管
理する空港

地方公共団体
地方公共団体、民間事
業者又は３セク

国土交通大臣

自衛隊又は米軍が
管理する空港

（滑走路等）自衛隊又は米軍

（エプロン）国土交通大臣
民間事業者又は３セク 自衛隊又は米軍
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備考）国土交通省航空局資料より引用

関空・伊丹

神戸空港
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地域への来訪者数が増えな
い

国管理空港の現状と課題

滑走路等(国)と空港
ビル等(民間)の運営
主体が分離

空港を活用した内外の交流人口拡大等による地域活性化に貢献する

3.11後の公共インフラ機能のあり方 → 災害復旧等において国が適切に関与できる仕組を導入

空港と空港関連企業と
の経営一体化

地域特性とニーズに対応
した個別空港ごとの経営

民間の資金・
経営能力の活用

改革の具体的措置

空港ビル等

民間が運営国が運営

滑走路等

国が運営することによる地
元感覚、経営感覚の不足

全国28空港の着陸料収
入をプール管理（特別会
計）

一方、空港は「安全・安心」の拠点でもある。

地域の実情に応じた民間による経営の一体化

着陸料等の引下げによる
LCC等の新規就航や
便数の増加が困難

原則、着陸料等は
全国一律の料金設定

4

我が国各地域の現状とニーズ

空港経営改革の目的

・人口減少が進む中、地域の玄関口たる空港を活用して交流人口の拡大による地域活性化を目指したい。

地域活性化に向けた空港経営改革

備考）国土交通省航空局資料より引用



EBITDAと乗降客数の関係
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福岡那覇

推計結果

EBITDA＝－661.58＋0.259×乗降客数＋年度ダミーによる効果
（－3.398）（18.894） 補正R2＝0.753

備考）（ ）内はt値。サンプルは2006～2010年度の国管理空港。
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営業損益＝営業収益－営業費用

営業収益＝着陸料等収入＋貸付料収入等

営業費用＝空港整備経費＋減価償却費＋環境対策費

＋人件費＋庁費等＋土地建物借料

＋国有資産所在市町村交付金＋その他経費

推計結果より乗客者数250万人でEBITDA黒字

備考）上村(2013)「空港「民活」で地域活性化を」日本経済新聞朝刊「経済教室」９月18日より



乗降客数（2012年度）

6備考）国土交通省航空局資料より引用

神戸空港は250万人弱（地方自治体空港No.1）
↓

規制が
あること
に注意
すべき
↓

収益性は
どうか？



神戸空港の管理収支
（空港整備事業特別会計）
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備考）神戸市資料より引用



神戸空港の支出の推移
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予備費

市債償還費

消費税

管理経費等

2013年度以降は上村の予測

市債償還費のピーク



神戸空港の収入の推移
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2006年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

百
万
円

雑入

航空機燃料譲与税

県補助金

地方交付税

土地使用料

停留料

着陸料

2014年度以降は
上村の予測

新都市整備事業特別会計

から1.86億円を借入

2013年度は予算

新都市整備事業特別会計

から5.26億円を借入

新都市整備事業特別会計

から7.84億円を借入



神戸空港の収支の推移
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2014年度以降は
上村の予測

2013年度は予算

2011～2013年度に
新都市整備事業特別会計

から借入



神戸空港のEBITDAの試算（100万円）
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年度 2009 2010 2011 2012

基
本
施
設

(A）着陸料＋停留料＋土地使用料（＋） 729 658 815 829

(B)管理経費等（－） 630 573 595 600

(C)減価償却費（＋） 339 309 320 323

(D)ターミナルビル地代（＋） 350 350 350 350

基本施設のEBITDA（＝A－B＋C＋D） 788 744 890 902

ター
ミナ
ルビ
ル

(E)営業収益（＋） 1,864 1,460 1,489 1,636

(F)営業費用（－） 1,496 1,319 1,241 1,251

(G)減価償却費（＋） 318 318 305 299

ターミナルビルのEBITDA（＝E－F＋G） 685 459 553 683

基本施設とターミナルビルのEBITDA合計 1,473 1,203 1,443 1,585

基本施設の減価償却費は国管理空港の減価償却費と営業費用の平均割合（35:100）より試算

備考）上村による試算



神戸空港の運営権価格の試算
（100万円）

年度 2009 2010 2011 2012

神戸空港のEBITDA 1,473 1,203 1,443 1,585

運営権価格（＝EBITDA×10） 14,732 12,025 14,434 15,850

運営権価格（＝EBITDA×15） 22,098 18,038 21,651 23,775
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• 一般的に、運営権価格はEBITDAの10～15倍。
• 現状のままで神戸空港の運営権価格は200億円程度。

• 仮に2006年当初の見通し通りの着陸料＋停留料＋土地使用
料が実現していたら、運営権価格は250～360億円まで増える。

• すなわち、規制緩和による就航便の増加でさらに運営権価格
を増やすことができる。

備考）上村による試算


